
1

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　中学校事業 2 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 422 施策 学校教育環境の整備

市民ニーズ、社会的役割

・経年劣化等による修繕等の対応を適切に進めることができるよう、今後とも
限られた予算を効果的に執行し、良好な教育環境の維持を図る必要がある。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

① 中学校管理運営事業 教育総務室
教育環境の整備を図るため、中学校管理運営に必要な物品等の購
入や光熱水費等の執行など各種の施設管理業務を実施する。

事業全体が法定
事務

（千円）

434,437
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・４年ごとの教科書改定に伴い、教科書及び指導書を一新するため、年度に
よっては購入経費が多額となる。教育環境を維持しつつ、購入必要数を精査
し、経費削減に努める必要がある。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
中学校教師用教科書等配

付事業
教育総務室

授業に必要な教師用教科書及び指導書等を購入し、全市立中学校
に配付することで、充実した教育環境を整備する。

事業全体が法定
事務

（千円）

1,100
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・今後の事業のあり方について検討の余地はあるが、児童の修学の達成感や
新たな生活への意欲の保持を図るため、本事業は継続する必要がある。

平成 30 年度

継続

実施区分

③
中学校卒業記念品配付事

業
教育総務室

中学校の教育課程の修了を祝い、生徒に記念品を配付することで就
学の達成感を促し、新たな生活への意欲の保持を図る。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

605
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・購入備品の納期を教室の内装工事の工程と合わせる必要があるため、工事
を所管する資産経営室と連携し、適切な備品の購入に努める必要がある。

平成 30 年度

継続

実施区分

④
中学校設備・備品等更新

事業
教育総務室

建築後20年を経過した市立中学校舎の年次的な大規模改造工事に
係る教室の内装工事に伴い、スクールロッカーや保管庫等の備品を
更新する。

事業全体が法定
事務

（千円）

11,801
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・国の補助率が1/2であり、市負担分が必要となることから、限られた予算を効
果的に執行し、引き続き学校現場に応じた整備を進める必要がある。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑤
中学校理科教育設備整備

事業
教育総務室

理科教育振興法に基づく国庫補助制度を活用し、実験器具や計量器
等の理科教材を整備する。

事業全体が法定
事務

（千円）

577
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・住宅建設等による人口流入に伴う生徒数の増加に対応するため、校舎の増
築やリースを行うなど、必要な教室の確保等を行っている。
・教育環境の低下を招かないために必要な事業であるが、事業費が増大傾向
にある。
・他市状況等を踏まえながら手法の検討を進めている。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑥
中学校過大校等対策事業

(改修)
教育政策室

生徒数の増加により普通教室の不足が見込まれる学校において、校
舎の増築やリースを行うなど、必要な教室の確保等を行う。

事業の一部が法
定事務

（千円）

13,923
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課



2

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑫

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

⑪

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・ＩＣＴの活用は児童・生徒の興味や関心を高め、主体的、対話的で深い学び
の実現に効果的であることから、プロジェクタ等の大型提示装置や無線ＬＡＮ
環境の整備を進める必要がある。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑩
中学校情報教育機器整備

事業
教育センター

学校教育情報通信ネットワークに接続する、学校教育及び学校運営
に必要な情報教育機器等の調達・整備を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

74,957
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・効果的で充実した学習活動等を行うためにも、引き続き実情に応じた環境整
備が必要になるが、障がいの重度化・多様化、在籍数の増加による教室の増
加が今後も予想される。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑨
中学校配慮を要する生徒
に係る空調設備整備事業

指導室 支援学級の教室等に学習環境を整えるため、空調設備を行う。
市が独自に実施し

ている事務

（千円）

4,485
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・給食の喫食率向上のため、継続的に給食試食会を実施したり、主食である
「ご飯」の量を選択できるようにしたが、喫食率向上にはつながっていない。
・府内各市の給食実施状況や生徒・保護者の意向から、生徒数が増加する中
での本市の望ましい中学校給食のあり方について、一定の方向性を取りまと
める必要がある。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑧ 中学校給食運営事業 保健給食室
 成長期にある中学生に、安心で栄養バランスに配慮した給食を、民
間事業者に調理等委託をして、事前に希望する日を選ぶ選択制で提
供する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

73,146
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・住宅建設等による人口流入に伴う生徒数の増加に対応するため、机やいす
などの備品を購入している。
・教育環境の低下を招かないために必要な事業であるが、事業費が増大傾向
にある。
・他市状況等を踏まえながら手法の検討を進めている。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑦
中学校過大校等対策事業

(管理運営)
教育政策室

生徒数の増加により普通教室の不足が見込まれる学校において、改
修や増築工事で新たに確保される普通教室等に必要となる備品等を
整備する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

0
※課題があるものは■

管理事業　　　　　　　　　　　　　　中学校事業 2 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 422 施策 学校教育環境の整備


